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３－３ アンケート調査結果                                                  

設 問 回答数 割合※ 

男性 69 9.39% （1）10 歳未満 

女性 78 9.81% 

男性 68 9.25% （2）10 歳代 

女性 69 8.68% 

男性 64 8.71% （3）20 歳代 

女性 55 6.92% 

男性 88 11.97% （4）30 歳代 

女性 97 12.20% 

男性 88 11.97% （5）40 歳代 

女性 103 12.96% 

男性 113 15.37% （6）50 歳代 

女性 148 18.62% 

男性 103 14.01% （7）60 歳代 

女性 118 14.84% 

男性 142 19.32% （8）70 歳以上 

女性 127 15.97% 

男性 735 100% 

【問１】家族構成 

合計 

女性 795 100% 

20 坪以下 69 12.34% 

21～30 坪 89 15.92% 

（1）お住まいの広さ 

30 坪以上 364 65.12% 

5 年未満 75 13.42% 

5～10 年 117 20.93% 

10～20 年 147 26.30% 

（2）お住まいの建築年数 

20 年以上 217 38.82% 

はい 54 9.66% （3）オール電化の有無 

いいえ 502 89.80% 

はい 23 4.11% （4）ロードヒーティングの有無 

いいえ 531 94.99% 

電気 8 1.43% 

灯油 12 2.15% 

【問２】住宅構造 

（5）ロードヒーティングの燃料 

その他 4 0.72% 

なし 29 5.19% 

1 台 234 41.86% 

2 台 219 39.18% 

3 台 53 9.48% 

4 台 19 3.40% 

（1）所有台数 

5 台以上 5 0.89% 

ガソリン車 10,143 

【問３】自動車の所有台数 

（2）平均年間走行距離(km) 

ディーゼル車 13,130 

平均年間電力使用量(kWh) 4,749 

平均年間灯油使用量(L) 2,038 

平均年間プロパンガス使用量(m3) 77 

平均年間ガソリン使用量(L) 1,994 

【問４】エネルギー使用量 

平均年間軽油使用量(L) 1,024 

（1）利用していない 482 86.23% 

（2）太陽光発電を導入している 5 0.89% 

（3）太陽熱利用を導入している 6 1.07% 

（4）薪・木質ペレットストーブを導入している 16 2.86% 

（5）クリーンエネルギー自動車（ハイブリッド自動

車）に乗っている 
12 2.15% 

【問５】新エネルギーの利用状況 

（6）その他の新エネルギーを利用している 4 0.72% 

導入したい 52 9.30% 

関心はある 338 60.47% 

（1）太陽光発電に関心がある 

関心がない 81 14.49% 

【問６】新エネルギーへの関心度 

（2）太陽熱利用に関心がある 導入したい 35 6.26% 
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関心はある 330 59.03% 

関心がない 108 19.32% 

導入したい 30 5.37% 

関心はある 192 34.35% 

（3）木質ペレットストーブ 

関心がない 207 37.03% 

導入したい 9 1.61% 

関心はある 150 26.83% 

（4）木質以外のバイオマス発電・

熱利用等 

関心がない 234 41.86% 

導入したい 11 1.97% 

関心はある 160 28.62% 

（5）風力発電 

関心がない 240 42.93% 

導入したい 15 2.68% 

関心はある 188 33.63% 

（6）雪氷熱利用 

関心がない 202 36.14% 

導入したい 98 17.53% 

関心はある 310 55.46% 

（7）クリーンエネルギー自動車 

関心がない 55 9.84% 

導入したい 32 5.72% 

関心はある 265 47.41% 

（8）燃料電池 

関心がない 138 24.69% 

導入したい 0 0.00% 

関心はある 6 1.07% 

（9）その他 

関心がない 0 0.00% 

（具体名） ヒートポンプ(2)、薪ストーブ(1)、バイオエタノール(1)、廃棄

物燃料製造(1)、マイクロ水力発電(1) 

※問 1 は男女各合計に対する割合、問 2～6 は回収数 559 に対する割合 
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【問７】新エネルギーに対する意見（全 119 件中、29 件を抜粋して記載） 

今は自分の持ち家ではないので出来ませんが、これからのエネルギーを考え、バイオマス熱利用、北海道ならではの雪氷熱利用な

どはとてもよい方法だと思います。人に地球に優しい生活をすることが目標です。 

太陽光発電等に関して、導入の際のイニシャルコスト負担が大きいので、補助を充実させるべき。個人対国の CO2 排出量取引として

補助金を出すべき。また、クリーンカーも永久に自動車税を半減するなど、実行力のある優遇措置が必要。現状では、金持ちしか実

行できない。理念も大事だが、エサが必要！ 

太陽熱集熱外壁パネルを取り付けています。冬期晴れ率 90％の恵みを利用して 2 年になります。条件悪い我が家でありながら昨年

は 500L の灯油節約になりました。パネル 1 枚（3×6）価格は 30 万以下、我が家はパネル 2 枚取り付けています。極めてシンプルな

つくりで納得の理論です。しかし町内に取り扱い業者がいるのに町が注目していないか不思議です。公共施設にもよし、安全性も抜

群。畜熱材、ポンプ、配管と太陽熱利用は資材を使うほどメンテナンスと価格に跳ね返ります。 

環境を考えると、即取り込みたいと思うが、資金面で難しく思う。 

我が家は現在借家住まいですが、近い将来芽室町に家を建てたいと考えています。その際、各種新エネルギーの購入の助成金な

どがあると積極的に購入したいと思います。 

芽室町では太陽光発電装置導入に際して助成を考えているのか知りたい。また 1kW 当たりの助成額について知りたい。 

新エネルギーの家庭利用については、その為の経費高で活用が難しいと思う。分かっていても実際には実用化は困難である。町と

してどのような方法、手段で普及かを図るのか、具体策は？ 

ドイツでは太陽光発電を導入する住宅が多い。その背景には、国の補助が大きい。日本でも国が積極的に支援を行うべき。 

石炭ボイラーで給湯、風呂、暖房各部分のファンコン使用のセントラル設備しています。石炭 1.5t 薪は 20 年近く廃材や庭木の捨て

材を知人から頂いて燃料代は 55,000 円程度です。18 年 4 月までは石油ストーブで補助として 150Ｌぐらい使用しましたが、その後は

小さな薪ストーブを補助としていますが、石炭を買うのもあと１，２年言われましたので、今はペレットストーブに関心があります。年齢

的に改めて設備にお金がかけられないと思いますが、環境問題には大いに関心があります。 

町で油の回収をしていますが、ただ役場の玄関に置いておくだけではなく、町内会などに働きかけたら回収率も高くなるのでは。太

陽エネルギーなども、価格が高く過ぎるので、何か安く取り組める方法があればよいと思います。 

新エネルギーは地球温暖化防止のためには、賛同する。しかし、施設の設備の経費や石油依存型の便利な生活スタイルを脱却す

る意識改革など課題は多いともう。更に最近これらの課題をクリアするものとして、原子力発電を容認する動きに危惧を感じている。 

太陽光発電に関心がありますが、設備費用がもう少し安くなると、導入しやすくなります。車についてもハイブリットカーに買い換える

ことも考えています。 

木質ペレットについてもっとよく知りたい。 

太陽光発電が良さそうに思えますが、一般家庭で導入するにはコストが高く難しそう。もっと、一般家庭でも取り入れやすい価格にさ

げる方法はないのでしょうか。バイオマスも良さそうですが、本当にこんなにうまくいくのか？って感じです。専門家の話を一度聞いて

みたいです。 

現在の生活レベルの快適さ、便利さの水準を下げなければ、省エネルギーは達成されません。新エネルギー導入といっても、風や

地熱と言えばたしかに無限かもしれませんが、それから導かれる。発電するにあたっては、大変なインフラ整備が必要になってまいり

ます。太陽光といってもシリコンは、日本にはありません。まずは、現状にあるエネルギーをいかに大切に使うか、子供達に対する教

育が必要だと思います。食料も、水も、原油(ウラン、メタン)も、外国から輸入されている事を国民全てが強く認識する社会を築きまし

ょう。その上でないと新しい技術をいくら導入しても意味がありません。 

電気自動車の普及に力を入れてほしい。補助金や価格をもっと下げるなど。でも電気も、結局原子力の増加につながるので、車に

頼った人間の生活構造そのものを変えた方がいいのかなとも思います。 

新エネルギーをとり入れたい思いはあっても、導入コストを考えると、とても無理です。太陽光発電などを使ってオール電化できるとい

い。このまま灯油、ガソリンの高値が続くと生活がきびしいです。 

これからは自分達で新エネルギーを考えていかなければならないと思う。新しく家を建てる場合、その中に取り入れたいと思う。公営

住宅も新エネルギーを取り入れると人気がでるかも? 

木質ペレットを安定して供給出来るか?どこで売っているか分からない。ストーブが高価。 

現状のエネルギー利用について、小さな事でも少しでも無駄にしないように資源を大切にしたいものです。各家庭や職場、役所等、

目的を定めに実行することが必要だと思います。 

ビートなどの油で、走ることのできる車やあるいはストーブについて関心がある。 

現状では、新エネルギー利用の商品は高価格であるため一般生活者にとっては手が出ない。温暖化防止や省エネを本気で考える

なら、生活者の立場で安価な商品開発をすべき。あるいはもっと手厚い補助等を望む。 

十勝は晴天率も、とても高いと感じます。最近、改めて新エネルギーについては関心を持ち始めている家庭も多いかと思います。そ

の土地柄に適合したエネルギー利用を国、道、町、が主体的に進めて頂きたいと考えます。又協力していきたいと思います。 

公営住宅で、古い建築なので、導入は無理ですが関心はあります。未来に向けて、新エネルギーを考えなければ、地球規模で危険

な状態だと思います。大都市等、大きな地域では取組めない事も、小さな町ではできることも多いのでは?芽室町に期待しています。

助成制度についての詳しい内容がほしい。補助率、条件等について。 

太陽光発電かソーラーシステムを取り入れたいと考えていますが、既に取り入れている人の話を聞いてみたいと思います。そんな機

会があれば良いのですが、ペレットストーブについても詳しく知りたいです。 

町としてペレットに付いてお考えがありましたら、チラシでもお願いします。 

太陽光発電に関心がありますが、設備費用がもう少し安くなると、導入しやすくなります。車についてもハイブリットカーに買い換える

ことも考えています。 

太陽光発電設置の助成制度が整えば芽室町でも、もう少し普及するのかなと日頃思っています。 
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参考資料４ 平成 20 年度 新エネルギー補助制度 一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1

新エネルギー等事業者支援対策事業
（補助事業）(1/3以内）

民間事業者等 設計費、設備費、工事費、諸経費

 ○  ○  ○  ○  ○
 

○
温度差

 ○  ○
 ○

天然
ガス

 ○

北海道経済産業局資源エネルギー環境
部エネルギー対策課

2

バイオマス等未活用エネルギー事業調査事業
（定額－限度額１千万円）

民間企業等、
地方公共団体、
各種法人等

バイオマス等未活用エネルギー事業の実施に際
して必要なデータ収集・蓄積・分析やエネルギー
利用システムに関する調査事業  ○  ○

○
バイオ
マス

○  ○

北海道経済産業局資源エネルギー環境
部エネルギー対策課

3

中小企業・ベンチャー挑戦支援事業
（実用化研究開発事業）（2/3以内）

中小企業基本法に基づく中小企業者等 中小企業が自ら行う新製品、新技術に関する研
究開発

 ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○

北海道経済産業局地域経済部産業技術
課

4

地域イノベーション創出研究開発事業（一般
枠、農商工連携枠）
（初年度目１億円以内/件）

研究体 地域の新産業・新事業の創出に貢献しうるプロ
ジェクト

 ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○

北海道経済産業局地域経済部産業技術
課

5

地域新エネルギー・省エネルギービジョン策定
等事業
（定額－100％）

地方公共団体（広域地域を含む）、地方公
共団体の出資に係る法人等

(1)地域新ｴﾈﾙｷﾞｰ・省ｴﾈﾙｷﾞｰﾋﾞｼﾞｮﾝ策定調査、
(2)重点テーマに係る詳細ﾋﾞｼﾞｮﾝ策定調査、(3)
事業化ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨ調査等  ○  ○  ○  ○  ○  ○

 
○

温度差
 ○  ○

 ○
天然
ガス

 ○  ○

独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構北海道支部

6

地域新エネルギー導入促進事業
（1/2以内又は1/3以内、定額）

 地方公共団体等、
非営利民間団体

新エネルギー等の導入のための計画に基づき
実施する事業であって、設備導入事業と普及啓
発事業を併せて実施する事業。  ○  ○  ○  ○  ○

 
○

温度差
 ○  ○

 ○
天然
ガス

 ○  ○

独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構北海道支部

7

太陽光発電新技術等フィールドテスト事業
（1/2相当額）

 民間企業、各種団体（地方公共団体を含
む）等

①共同研究及び研究助成型
②効率向上追求型

 ○

独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構北海道支部

8

風力発電フィールドテスト事業（高所風況精査）
（高所風況精査：1/2相当額）

 民間企業、各種団体（地方公共団体等） 風況観測費用及び経費

 ○

独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構北海道支部

9

中小水力発電開発費補助金補助事業
（2/10、1/10、1/2以内）

 一般電気事業者、公営電気事業者等卸供
給事業者、卸電気事業者等

①水力発電施設の設置等事業、
②水力発電施設の設置等に係る新技術の導入
事業  ○

独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構北海道支部

10

地熱発電開発費補助金補助事業
（1/2以内、1/5以内）

 調査井掘削又は地熱発電施設の設置を行
う者等

①調査坑井掘削事業、
②地熱発電施設設置事業

 ○

独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構北海道支部

11

新エネルギー・省エネルギー非営利活動促進
事業
（1/2以内－限度額2千万円）

 ＮＰＯ法人等 民間団体等が営利を目的とせずに、単独で新ｴ
ﾈﾙｷﾞｰ導入・省ｴﾈﾙｷﾞｰ普及に資する普及啓発
事業を実施する費用。  ○  ○  ○  ○  ○  ○

 
○

温度差
 ○  ○

 ○
天然
ガス

 ○  ○

独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構北海道支部

12

地域バイオマス熱利用フィールドテスト事業
（1/2相当額）

 民間企業、地方公共団体等 ①ﾕｰｻﾞｰ系熱利用モデルフィールドテスト枠、②
新規エネルギー利用技術フィールドテスト枠

 ○

独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構北海道支部

13

太陽熱高度利用システムフィールドテスト事業
（1/2以内）

 民間企業、各種団体（地方公共団体を含
む）等

①新技術適用型、
②新分野拡大型、
③魅力型デザイン適用型、
④最適化・標準化推進型

 ○

独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構北海道支部

14

新エネルギー等事業者支援対策事業（1/3以
内）

 新エネルギー利用等の設備導入事業を行
う民間事業者

交付要件、規模要件等を満たす設備を導入する
事業

 ○  ○  ○

独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構北海道支部

※平成20年度現在、北海道経済部調べ。なお、掲載されている補助制度の内容については、変更される場合があります。詳細については、照会先にお問い合わせ下さい。

対象事業等 問い合わせ

波
力

潮
汐

太
陽
熱

地
熱

排
熱

新エネルギー

対象者
制度名

(補助率）
番
号

その他

太
陽
光

風
力

中
小
水
力

雪
氷

バ
イ
オ
マ
ス

水
温
度
差

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

ク
リ
ー

ン
車

廃
棄
物
燃
料

廃
棄
物
熱

廃
棄
物
発
電

コ
ー

ジ

ェ
ネ

燃
料
電
池
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15

エネルギー使用合理化事業者支援事業
（省エネ設備設置に係るもの）（1/3以内）

 全業種 (1)単独事業、(2)連携事業
省エネ効果が高く、費用対効果が優れていると
見込まれるもの等  ○

独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構北海道支部

16

エネルギー使用合理化事業者支援事業（高効
率省エネ機器等設置に係るもの）
（1/3以内）

船舶、自動車、営業倉庫、EMS、鉄道車両、
ﾀｸｼｰ、ｸﾞﾘｰﾝ物流、航空関連設備、高効率
暖房機、漁業における省ｴﾈﾙｷﾞｰ設備等

 省エネ効果が高く、費用対効果が優れていると
見込まれるもの等

 ○

独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構北海道支部

17

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促
進事業
(住宅に係るもの）（1/3）

 当該ｼｽﾃﾑを住宅に導入する際の住宅の建
築主

１．市民向け…低公害車、
2.中小企業者向け…(1)省エネルギー設備、
(2)低公害車  ○

独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構北海道支部

18

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促
進事業
(建築物に係るもの)（1/3）

 当該ｼｽﾃﾑを民生用の建築物に導入の際
の建築主、ESCO事業者、ﾘｰｽ事業者等

 高効率ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ（空調、給湯、照明及び断
熱材料等で構成）を住宅・建築物に導入する費
用  ○

独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構北海道支部

19

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促
進事業（BEMS（ﾋﾞﾙｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ）導
入支援事業）（1/3）

 ＢＥＭＳを民生用の建築物に導入する際の
建築主等、ESCO事業者、ｴﾈﾙｷﾞｰ管理事
業者、ﾘｰｽ事業者

 ｴﾈﾙｷﾞｰ需要の最適な管理を行うためのBEMS
等を導入する費用

 ○

独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構北海道支部

20

エネルギー供給事業者主導型総合省エネル
ギー連携推進事業（建築物に係るもの）（導入事
業1/2、広報等事業：定額）

 エネルギー供給事業者、地方公共団体及
び建築主（所有者）等

 ２以上の建築物に対して省エネルギーシステム
を導入する事業

 ○

独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構北海道支部

21

クリーンエネルギー自動車等導入促進事業
（1/2以内、1/3以内他）

電気自動車等又は天然ガス自動車等の取
得を希望する法人、個人事業者又は個人等

 電気自動車等導入、自家用充電設備設置工
事、天然ガス自動車、急速充填設備、昇圧供給
装置 ○

（中）電動車両普及センター（中）都市ガス
振興センター

22

エネルギー多消費型設備天然ガス化推進補助
事業
（1/3以内）

 全業種 燃焼設備を撤去または改造し、天然ガスを主原
料とするガス燃料へ転換した事業で、費用対効
果が優れていると認められるもの。  ○ 天然ガス

（中）都市ガス振興センター

23

高効率給湯機器導入支援事業
（潜熱回収型給湯器）（定額）

 潜熱回収型給湯器を導入しようとする者  都市ガス振興センターが指定した給湯器の機
器費、特殊工事費

 ○

（中）都市ガス振興センター

24

高効率給湯機器導入支援事業
（ガスエンジン給湯器）（定額）

 ガスエンジン給湯器を導入しようとする者  都市ガス振興センターが指定したガスエンジン
給湯器の機器費、特殊工事費

 ○

（中）都市ガス振興センター

25

経年埋設内管対策費補助事業
（1/2－上限1千万円）

 該当するガス管の所有者  経年埋設内管改善工事に要する費用

天然ガス

（中）都市ガス振興センター

26

天然ガス型エネルギー面的利用導入モデル事
業費補助金
（1/3以内－上限2億円）

 本システムを建築物に導入しようとする事業
者（地方公共団体を含む）

 本システム及び計測機器の設計費、設備費及
び工事費

 ○

（中）都市ガス振興センター

27

先導的負荷平準化機器導入普及モデル事業
費補助金
（1/3以内）

 全業種  本システムの設計費、設備費及び工事費

 ○ 天然ガス

（財）ヒートポンプ・蓄熱センター

28

環境対応型高効率業務用ボイラ等導入効果実
証事業
（1/5または上限額）

 環境対応型高効率業務用ボイラ等を導入
し、その導入効果を検証する者

 環境対応型高効率業務用ボイラ等機器購入費
用

 ○

 石油連盟基盤整備室

※平成20年度現在、北海道経済部調べ。なお、掲載されている補助制度の内容については、変更される場合があります。詳細については、照会先にお問い合わせ下さい。
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29

高効率給湯器導入支援事業
（石油を燃料とする潜熱回収型）（定額）

石油連盟が指定した潜熱回収型石油給湯
器（エコフィール）を導入・設置するもの

石油連盟が指定した機器費、特殊工事費

 ○

 石油連盟基盤整備室エコフィール導入
促進チーム

30

自動車燃料消費効率改善システム導入促進事
業費補助金（アイドリングストップ自動車導入促
進事業）（1/2以内）

 個人、法人、自治体  アイドリングストップ自動車及び後付アイドリング
ストップ装置の購入費用

 ○

 （財）省エネルギーセンターアイドリングス
トップ支援プロジェクト室

31

ＬＰガス自動車等導入促進事業
（1/2以内）

 個人・法人・自治体 ①省エネルギー型ＬＰガス自動車の導入、②LP
ガス自動車用燃料供給施設の設置

 ○ ○

 日本ＬＰガス協会

32

高効率給湯器導入促進事業費補助金  住宅・建築物等に導入する者  補助対象給湯器本体に係る機器購入費用と従
来機の機器購入費用との差額

 ○

 （中）日本エレクトロヒートセンター

33

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促
進事業費補助金（高効率空調機導入支援事
業）

 建築物等に高効率空調機を設置・所有しよ
うとする申請者

 高効率空調機本体に係る機器購入費用と従来
機の機器購入費用との差額

 ○

 （中）日本エレクトロヒートセンター

34

強い農業づくり交付金
（1/2以内）

 市町村、農協、農業者の組織する団体 省エネルギーモデル温室

 ○  ○  ○

 北海道農政部農業経営局農業支援課、
各支庁産業振興部農務課

35

畜産担い手育成総合整備事業（再編整備型事
業）

 受益者（事業実施主体：北海道農業開発公
社）

 農業用施設整備事業

 ○  ○

 北海道農政部農村振興局農地整備課

36

畜産環境総合整備事業  受益者（事業実施主体：北海道農業開発公
社）

 家畜排せつ物等地域資源循環利用施設の整
備

 ○  ○

 北海道農政部農村振興局農地整備課

37

地域バイオマス利活用交付金
（1/2以内）

 市町村、農協等 ①バイオマス利活用に係る調査検討、②バイオ
マス利活用施設の整備

 ○

 北海道農政部農業経営局農業支援課・
農村振興局農村整備課・食の安全推進局
食品政策課・畜産振興課、各支庁産業振
興部農務課・農村振興課・整備課

38

畜産担い手育成総合整備事業（水田地帯等担
い手育成型事業）

 受益者（事業実施主体：北海道農業開発公
社）

 農業用施設整備事業

 ○  ○

 北海道農政部農村振興局農地整備課

39

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金  市町村、農林漁業団体等  地域資源循環活用施設整備

 ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○

 農林水産省大臣官房企画評価課農山漁
村地域活性化支援室

40

木質バイオマス資源活用促進事業費
（1/2以内）

 市町村、森林組合、木材関連業者の組織
する団体等

 木質バイオマスの事業化に向けた調査・検討、
木質バイオマスのネットワーク化、林地残材の集
荷システムづくりに対する支援  ○

 北海道水産林務部林務局木材振興課、
各支庁産業振興部林務課

41

林業・木材産業構造改革事業（森林バイオマス
等活用施設整備事業）（1/2以内又は1/3以内）

 市町村、森林組合、生産森林組合、森林組
合連合会、林業者等の組織する団体、地方
公共団体等が出資する法人

 炭化施設、発電施設、ボイラー施設、燃料製造
施設等

 ○

 北海道水産林務部林務局林業振興課、
各支庁産業振興部林務課

42

業務部門対策技術率先導入補助事業
（1/2）

地方公共団体、公共・公益サービス事業主
体等の設備整備を行う民間団体等、地方公
共団体の施設に省エネ設備を導入する民
間団体等

代エネ・省エネ設備整備、地方公共団体等所有
施設の省エネ化

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道地方環境事務所環境対策課

※平成20年度現在、北海道経済部調べ。なお、掲載されている補助制度の内容については、変更される場合があります。詳細については、照会先にお問い合わせ下さい。
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43

地域協議会民生用機器導入促進事業
（1/3）

地域協議会が実施する事業により、当該設
備を導入する一般家庭、民間事業者等

高断熱住宅等へのリフォーム、省エネ設備の大
規模導入、民生用バイオマス燃料燃焼機器導
入、民生用小型風力発電システム導入等 ○ ○ ○ ○

北海道地方環境事務所環境対策課

44

温室効果ガスの自主削減目標設定に係る設備
補助事業
 (1/3）

民間団体 国内における省エネルギー等によるＣＯ2排出抑
制設備の整備

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道地方環境事務所環境対策課

45

地球温暖化対策ビジネスモデルインキュベー
ター事業
（1/2）

民間団体 先見性・先進性の高い事業について、設備整備
費及び地域における実証事業の事業費

○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道地方環境事務所環境対策課

46

再生可能エネルギー導入加速化事業
（1/2）

再生可能エネルギーの導入を行う民間団
体、再生可能エネルギーの導入支援を行う
地方公共団体

(1)再生可能エネルギーの高度導入モデル地域
整備事業、(2)再生可能エネルギー導入住宅地
域支援事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道地方環境事務所環境対策課

47

メガワットソーラー共同利用モデル事業
（定額補助、４０万円／kＷ上限　）

民間団体 メガワットソーラーを事業化しようとする事業者が
行う太陽光発電システム整備

○

北海道地方環境事務所環境対策課

48

エコ燃料利用促進補助事業
（1/2）

民間団体等 バイオエタノール製造事業、バイオエタノール混
合ガソリン等利用促進事業、バイオディーゼル燃
料（ＢＤＦ）製造事業 ○

北海道地方環境事務所環境対策課

49

省エネ自然冷媒冷凍装置導入促進事業 民間団体 省エネ型低温用自然冷媒・冷凍装置の導入

○

北海道地方環境事務所環境対策課

50

廃棄物処理施設における温暖化対策事業
（1/2又は1/3以内）

民間団体（廃棄物処理業を主たる業とする
事業者等）

廃棄物発電設備整備、廃棄物熱供給施設整
備、廃棄物燃料製造施設整備、ごみ発電施設
整備、熱輸送システムに係る施設整備 ○ ○ ○

北海道地方環境事務所環境対策課

51

地球温暖化を防ぐ学校エコ改修事業
（1/2）

 地方公共団体 学校に対し、省エネ改修、代エネ機器導入等の
最も効果的な組み合わせによる施設整備

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道地方環境事務所環境対策課

52

低公害車普及事業
（低公害車導入：通常車両価格との差額の1/2、
次世代低公害車導入（リース）：費用の1/2）

 地方公共団体等 車両総重量3．5ｔ超の低公害車の導入、次世代
低公害車(燃料電池自動車、DME自動車、水素
自動車)の導入(リース) ○

北海道地方環境事務所環境対策課

53

自動車CO2対策推進事業
（通常車両価格との差額の1/2）

運送事業者等 運送事業者等が作成し、環境省が認定したＣＯ
２等の排出量削減計画に基づき、最新規制適合
のトラック・バスを導入する車両購入事業 ○

北海道地方環境事務所環境対策課

54

低炭素社会モデル街区形成促進事業
（1/2）

街区開発を行う民間団体等 (1)クールシティ中枢が行くパイロット事業、(2)街
区まるごとCO2削減事業

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道地方環境事務所環境対策課

55

地球温暖化対策技術開発事業[競争的資金]
（委託、1/2）

民間企業、公的研究機関、大学等 (1)省エネ対策技術実用化開発、(2)再生可能エ
ネルギー導入技術実用化開発、(3)都市再生環
境モデル技術開発等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道地方環境事務所環境対策課

56

循環型社会形成推進交付金
（原則1/3）

 地方公共団体  新設、増設に要する費用及び施設整備に関す
る計画支援事業

 ○  ○  ○

北海道環境生活部環境局循環型社会推
進課

※平成20年度現在、北海道経済部調べ。なお、掲載されている補助制度の内容については、変更される場合があります。詳細については、照会先にお問い合わせ下さい。
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57

循環資源利用促進施設設備整備費補助金 ①道内に事業所を置く事業者、②道内に事
業所を設置しようとする事業者等

 産業廃棄物の排出抑制・減量化・リサイクルに
係る設備機器の整備等

 ○  ○  ○  ○

北海道環境生活部環境局循環型社会推
進課

58

リサイクル技術研究開発補助金  道内に事業所を置く事業者（ＮＰＯ法人及
び地方公共団体を含む）等

 産業廃棄物の排出抑制・減量化・リサイクルに
係る研究開発等

 ○  ○  ○  ○

北海道環境生活部環境局循環型社会推
進課

59

沿道環境改善事業（１／２）  地方公共団体 新エネルギーを利用した道路照明、道路情報提
供装置、運転者の視線を誘導するための施設、
道路の防雪のための施設  ○  ○  ○

 北海道建設部土木局道路課

60

エコまちネットワーク整備事業
（1/3)

地方公共団体、都市再生機構、民間事業
者

都市環境の改善を図るための施設整備等に要
する費用

○

北海道建設部まちづくり局都市計画課

61

環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備
推進に関するパイロット・モデル事業
（全額又は5.5/10以内）

 都道府県、市町村  調査研究に要する経費、当該学校等の建物等
の整備に要する経費

 ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○
木材利用

緑化

 北海道教育庁総務政策局施設課

62

地域政策総合補助金（新エネルギー等開発利
用施設整備事業）
（1/2以内）

 市町村、一部事務組合、広域連合 (1)地熱、天然ガス開発利用施設整備事業、(2)
太陽光、太陽熱などその他新エネルギー等開発
利用施設整備事業  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○

 
 ○

天然
ガス

 ○  ○

 北海道企画振興部地域づくり支援局、経
済部産業立地推進局資源エネルギー課、
各支庁地域振興部地域政策課、産業振
興部商工労働観光課

63

地域政策総合補助金（省エネルギー・新エネル
ギー促進事業）
（1/2以内）

 市町村、一部事務組合、広域連合、支庁長
が適当と認めるもの

イベント開催事業、普及啓発事業等

 ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○

 北海道経済部産業立地推進局資源エネ
ルギー課、企画振興部地域づくり支援
局、各支庁地域振興部地域政策課、産業
振興部商工労働観光課

64

地域政策総合補助金（新産業創造事業）
（1/2以内）

 中小企業者等  新技術・新製品・新ｻｰﾋﾞｽの事業化に必要な調
査・研究・技術開発事業等

 ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○

 北海道企画振興部地域づくり支援局、経
済部商工局産業振興課、各支庁地域振
興部地域政策課、産業振興部商工労働
観光課

65

産学連携等研究開発支援事業及び市場対応
型製品開発支援事業（成長先導分野振興枠）
（北海道産業振興条例）（1/2以内）

 中小企業者等 (1)産学連携等研究開発支援事業、(2)市場対応
型製品開発支援事業（成長先導分野振興枠）

 ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○

 （財）北海道中小企業総合支援センター
事業助成部、北海道経済部商工局産業
振興課

66

住宅用太陽光発電システムの設置に対する補
助金制度（7万円/kw、10kw以内）

自ら居住する住宅にシステムを設置する個
人で、電灯契約をしているもの

住宅用太陽光発電システムの設置に要する費
用

 ○

財団法人　北海道地域総合振興機構

※平成20年度現在、北海道経済部調べ。なお、掲載されている補助制度の内容については、変更される場合があります。詳細については、照会先にお問い合わせ下さい。
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参考資料５ 用語集 

ＣＯＰ 

気候変動枠組条約における締約国会議

（Conference of Parties）の略称。 

 

ETBE（Ethyl t-butyl ether） 

エチル・ターシャリー・ブチル・エーテルの略。

エタノールとイソブチレンから合成する。バイ

オエタノールから合成されたものは、バイオ

エタノール相当の物質として扱われている。 

 

LNG（Liquefied Natural Gas） 

液化天然ガス。天然ガスを-160℃程度まで

冷却することにより液化したもの。主成分で

あるメタンは、-162℃で液化すると体積は元

の1/600となり、その状態で専用タンカーで

輸送され、半地下又は地上の大型断熱タン

クに貯蔵される。 

 

LPG（Liquefied Petroleum Gas） 

液化石油ガス。一般には、プロパンガスと呼

ばれている。主成分はプロパン及びブタン

であり、常温常圧においては気体であるが、

加圧もしくは冷却して液化したもの。家庭用、

工業用、内燃機関用燃料、都市ガス原料等

に利用されている。 

 

OPEC(Organization of the Petroleum 

Exporting Countries) 

石油輸出国機構の略称。産油国の利益を

守るため 1960（昭和 35）年にイラン、イラク、

クウェート、サウジアラビア、ベネズエラの 5

か国によって設立された。現在では 11 か国

となり、世界の石油生産量の約 40％を産出

している。 

エネルギー原単位 

エネルギー使用量を、「生産数量又は建物

床面積その他エネルギー使用量と密接な関

係を持つ値」で除したものでエネルギー管理

の指標となるもの。 

 

可採年数 

ある年の資源の確認埋蔵量（R：reserve）を、

その年の生産量（P：production）で除した値

のことで、通常R/Pで表される。現状のままで

あと何年その資源の生産が可能であるかを

表す。 

 

カーボンオフセット 

直接的な施策によって削減できないCO2を、

植林やクリーンエネルギーなどの事業に投

資することなどにより、排出した分を相殺す

る仕組みのこと。 

 

カーボンニュートラル 

CO2の増減に影響を与えない性質のこと。 

例えばバイオマス燃焼時、化石燃料と同様

にCO2を発生するが、植物の光合成により

CO2 が吸収され、ライフサイクル全体でみる

と大気中のCO2 が増加させず、収支はゼロ

となること。 

 

グリーン電力 

風力や太陽光、バイオマス、小規模水力な

どの自然エネルギーや再生可能エネルギー

によって発電された電力。消費者がグリーン

電力を選んで購入することができるプログラ

ムも含む。 
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グリーン電力証書 

自然エネルギーを普及させるために、日本

自然エネルギー株式会社が発行する証書。

A社が自然エネルギー電力を使いたいと希

望した場合、代行して発電会社に依頼し、

自然エネルギーで発電した証として発行す

る。A社は自然エネルギーの普及をサポート

する会社として社会的に認められることにな

る。 

 

系統連系 

発電設備を電力会社の配電線に接続して

運用する方法。 

 

軽油 

原油の蒸留で得られる沸点200℃以上、引

火点50℃以上、90%留出温度350℃以下の

燃料油のこと。 

 

原油換算 

異なるエネルギー量を共通の尺度で比較す

るため、原油発熱量を用いて原油の量に換

算したものをいう。省エネ法施行規則第四条

において、「発熱量千万キロジュールを原油

○・二五八キロリットルとして換算すること。」

と定められている。また各エネルギーのジュ

ール値は、同規則別表１に定められている。 

 

重油 

原油の精製時に得られる中質・重質液体留

分。引火点、動粘度、残留炭素分、硫黄分

の量によりA重油とC重油に分けられる。 

 

 

 

 

新エネ法（新エネルギー法） 

正式な名称は、「新エネルギー利用等の促

進に関する特別措置法」新エネルギーの利

用を促進するため、1997（平成9）年に制定さ

れた。新エネルギーの定義を定めた政令の

改正が、2008（平成20）年１月28日に閣議決

定され、同年4月に施行。 

 

新・国家エネルギー戦略 

2007（平成19）年5月に中長期にわたる日本

のエネルギー戦略について公表したもの。 

(1)国民に信頼されるエネルギー安全保障の

確立、(2)エネルギー問題と環境問題の一体

的解決による持続可能な成長基盤の確立、

(3)アジア・世界のエネルギー問題克服への

積極的貢献の3点があげられている。 

 

地球温暖化対策推進法 

「気象変動枠組条約」を踏まえ、これを推進

するための国内法として、1998（平成10）年

に制定された。環境省が主管する。2005（平

成17）年改正では、企業の温室効果ガス排

出量の公表が規定された。 

 

定格出力 

原動機やモーター等の機器が外部に対して

行う定められた条件下での仕事の量をいう。 

 

都市ガス 

都市ガス事業（一般ガス事業）によりガス導

管を通じて需要家に供給されるガスを言い、

原料は、約80%が天然ガス、残りはLPGや石

炭等から作られている。 
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熱交換器 

ある流体からほかの流体へ熱を移すシステ

ム。 

 

発電効率 

使用するエネルギー量に対する得られた電

気エネルギー量の比率。 

 

バイオマス・ニッポン総合戦略 

動植物や微生物、有機性廃棄物等バイオマ

スの積極的な活用に向けた具体策やスケジ

ュールを定めたもの。 

 

ピークカット 

電力負荷のピークを押さえ、発電設備の負

荷率を向上させること。年間の電力のピーク

となるのは真夏の午後2時頃である。 

 

分散型電源 

需要地に近接して分散配置される小規模電

源の総称。コージェネレーションシステムや

太陽光発電、風力発電、燃料電池などの新

エネルギーを使用した電源がある。 

 

未利用エネルギー 

 都市や工場等において発生し、有効に回

収されずに放出されている各種温度レベル

の熱エネルギーと、河川や海水等年間通じ

てほぼ一定の温度で外気温との差があるが

利用されていない熱エネルギーをいう。 

 

 

 

 

 

民生 

エネルギー分野では産業、民生、運輸の三 

部門の一つとして位置づけられており、民生

部門には家庭部門と事務所ビルやサービス

業などの業務部門が含まれる。 

 

木質ペレット 

木の粉を乾燥させ、約200℃の高温で処理

すると自ら固まる。これを錠剤状に成形して、

ストーブやボイラーの燃料としたもの。 

 

冷媒 

低温熱源から高温熱源への熱エネルギーの

移動を実現する冷凍システムにおいて、熱

移動に直接携わる作動流体。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域新エネルギー・省エネルギービジョン策定等事業 

芽室町地域新エネルギービジョン 報告書          平成 21 年 2 月 

■企画/編集 北海道芽室町 企画財政課 

〒082-8651 北海道河西郡芽室町東 2 条 2 丁目 14 

TEL ： 0155-62-9721 

FAX ： 0155-62-4599 

ホームページ ： http://www.memuro.net/ 

■調 査 北海道バイオマスリサーチ株式会社 




